
後志圏域健康づくり事業行動計画（案）について 

１ 背景について 

・国においては、令和５年に「国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本

的な方針」を改正し、令和６年度から今後 12 年間の「国民健康づくり運動（健康

日本 21）（第三次）」が示された。 

・道では国の新たな基本方針を勘案して、令和６年３月に新たな北海道健康増進計

画「すこやか北海道 21」（以下、「すこやか北海道 21」という。）を策定している。 

・保健所は第二次医療圏ごとに「すこやか北海道 21」を踏まえた圏域健康づくり事

業行動計画（以下、「圏域行動計画」という。）を作成し、地域の実情に応じた推

進体制の構築を図ることとされている。 

２ 策定の考え方について 

・圏域行動計画は、単年度ごとに進捗確認を行っており、次期計画（案）はこれま

での取組を総括し、作成している。 

・次期計画策定に当たっては、生活習慣病の発症予防・重症化予防に対応した北海

道の健康課題を念頭に置き、全道より健康状態が悪い事項（悪いと見込まれる事

項）等について、地域で重点的な取組を検討している。 

・次期計画は、現行計画同様、「すこやか北海道 21」の数値目標を踏襲することと

されており、圏域において、指標及び目標値は設定しない。 

・「すこやか北海道 21」が、「がん」、「循環器病」、「糖尿病」、「ＣＯＰＤ（慢性閉塞

性肺疾患）」を予防可能な疾患と捉え、適切な食事、運動、喫煙、飲酒、休養、歯・

口腔等健康に関する生活習慣の改善を図ることで、健康寿命の延伸を目指した計

画であることを踏まえ、圏域行動計画では、地域実態に応じ、生活習慣病の予防

及び生活習慣の改善を基本とした今後の取組を記載している。 

・圏域行動計画では、保健所をはじめ、市町村や関係団体等が主体となる、もしく

は連携・協働して行う事業を主な取組として掲げている。 

・北海道医療計画後志地域推進方針と関連する領域（がん、脳卒中、心血管疾患、

糖尿病）については、内容の整合を図っている。 

３ 策定の体制について 

・現計画に倣い、圏域行動計画の協議・決定機関として、倶知安、岩内、小樽市の

３保健所で構成する「後志圏域健康づくり事業行動計画検討会議」を設け、作業

部会として、倶知安、岩内保健所職員で編成したワーキンググループを設けて作

業を行ってきた。 

・評価及び計画案については、「後志地域・職域連携推進連絡会」及び「後志保健医

療福祉圏域連携推進会議」において報告し、外部からの意見をいただくこととし

ている。  
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４ 次期計画（案）のポイント 
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（P24～34） 

○ 食塩摂取量の状況を踏まえた減塩対策を効果的に進め

る食環境整備の推進。 

○ 年間を通じた身体活動の確保や運動習慣の定着化。 

○ 家庭、職場、飲食店その他多くの人が利用する施設にお

ける、受動喫煙ゼロの実現。 

【後志圏域の主な課題に対する取組】 

＊ 「ほっかいどうヘルスサポートレストラン」登録推

進 

＊ 運動に関する普及啓発、運動機会の確保 

＊ 受動喫煙防止に関する対策、環境整備（「北海道のき

れいな空気の施設」登録事業など） 
 

② 生活習慣病の発症

予防と重症化予防の

徹底 

 

 

 

 

（P35～41） 

○ がん、循環器病、糖尿病、ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）

の４つの予防可能な疾患の発症予防と重症化予防に向

けた、適切な食事、適度な運動、禁煙など生活習慣の改

善や、がん健診や特定健康診査・特定保健指導等の実施

促進。 

【後志圏域の主な課題に対する取組】 

＊ がん検診受診促進のための普及啓発 

＊ 特定健康診査、基本健康診査の受診勧奨 
 

③ 社会生活を営むた

めに必要な生活機能

の維持及び向上 

（P42～45） 

○ 全ての世代の健やかな心を支える社会づくりと、高齢

化に伴う身体機能の低下を遅らせる取組等の推進。 

 

（２）健康を支え守るための

社会環境の整備 

 

（P46） 

○ 健康無関心層を含む幅広い層が、自然に健康な行動を

とることができるよう、食生活を支援する環境の整備

や多くの人が利用する施設での受動喫煙防止の取組の

推進。 

（３）ライフコースアプロー

チを踏まえた健康づく

り 

 

（P47～48） 

○ 市町村、教育関係者、家庭、地域、関係団体と連携した

子どもの発育や健康な生活習慣を形成するための取組

の推進。 

○ 妊娠期をはじめ女性の適正体重の維持や喫煙防止、適

正飲酒など、生活習慣の改善に関する普及啓発の推進。 

 


